
平成23年3月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（非連結） 

平成22年11月1日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社セイクレスト 上場取引所 大 
コード番号 8900 URL http://www.sei-crest.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役 （氏名） 青木 勝稔
問合せ先責任者 （役職名） 専務取締役経営管理本部長 （氏名） 井上 晃章 TEL 06-6264-7077
四半期報告書提出予定日 平成22年11月1日
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無
四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期第2四半期の業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

(注)前年同四半期については、四半期連結財務諸表を作成していたため、前年同四半期数値及び前年同四半期増減率は記載しておりません（以下、
「（２）財政状態」においても同じ）。  

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 141 ― △179 ― △210 ― △262 ―
22年3月期第2四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △31.07 ―
22年3月期第2四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 2,729 1,469 53.7 172.16
22年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  1,466百万円 22年3月期  ―百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想） ― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,211 256.5 △166 ― △226 ― △278 ― △32.80



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 8,517,165株 22年3月期  8,492,165株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  960株 22年3月期  960株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 8,455,187株 22年3月期2Q 1,459,583株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・当社が、平成22年8月27日付「業績予想の修正に関するお知らせ」にて公表いたました業績予想値につきましては、本日付「業績予想の修正及び連結子
会社の吸収合併による連結決算から個別決算への移行について」にて業績予想の修正を行っております。なお、上記の予想は本資料の発表日現在にお
いて入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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  （１)経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、景気後退に底打ちの兆しが現れ、景況感は若干の改善傾向にあ

るとの見方もありますが、雇用・所得環境に大きな変化は見受けられず、企業の設備投資マインドについても本

格的な回復には時間を要するものと思われ、併せてデフレの進行等で実体経済は先行き不透明な状況で推移する

ものと思われます。 

こういった経済状況のもとで、当社は平成22年２月18日に「新中期経営計画」を発表し、当社が平成22年３月

に取得したリゾート地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮らすにふさ

わしい環境を整えた分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業(セグメント

は企画不動産販売事業)を中心に、買取再販事業(セグメントは企画不動産販売事業)及び企画・販売代理事業の

３つのコア事業を軸として事業を推進していく計画を策定いたしました。当第２四半期会計期間における進捗状

況といたしましては、開発事業(セグメントは企画不動産販売事業)においては、前期末に取得したリゾート地の

販売を開始しておりますが、売上計上には至りませんでした。買取再販事業(セグメントは企画不動産販売事業)

においては、第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使による資金でマンションを取得する予定でありまし

たが、新株予約権の行使が一部しか無かった為計画に遅延が生じております。企画・販売代理事業においては、

販売管理費の圧縮、販売人員の効率的な人員配置等の施策を継続的に行いましたが、単独事業における黒字化は

達成できませんでした。 

以上の結果として、当会計期間の業績は、売上高86,224千円、営業損失73,694千円、経常損失86,237千円、四

半期純損失121,878千円となりました。 

なお、平成23年３月期第１四半期会計期間については、「平成23年３月期第１四半期決算短信」をご参照くだ

さい。  

  

当第２四半期会計期間におけるセグメントの概況は以下のとおりであります。 

  

 （企画・販売代理事業） 

  当第２四半期会計期間の企画・販売代理事業におきましては、近畿圏における新築マンション市場での効率

的な受託物件の取得及び販売を行い、管理面においては、利益率改善のため他事業部へ人員を再配置する等、

柔軟な対応を行ってまいりました。 

  以上の結果、売上高は62,566千円、営業利益9,447千円となりました。 

  

 （不動産流動化事業） 

当第２四半期会計期間の不動産流動化事業におきましては、新たな物件の取得及び販売はなく、引き続き、商

業ビルの管理業務を行いました。 

以上の結果、売上高は19,552千円、営業利益6,991千円となりました。 

  

 （企画不動産販売事業） 

当第２四半期会計期間の企画不動産販売事業におきましては、開発事業において、前期末に取得したリゾート

地の販売を開始しておりますが、売上計上には至りませんでした。買取再販事業においては、第４回株式会社セ

イクレスト新株予約権の行使による資金でマンションを取得する予定でありましたが、新株予約権の行使が一部

しか無かった為計画に遅延が生じております。 

以上の結果、売上高は計上されず営業損失9,444千円となりました。 

  

 （環境関連事業） 

環境関連事業におきましては、ＬＥＤ照明の販売、二酸化塩素の除菌・消臭剤の販売、機能性素材の販売等を

行い、主として当社が有するネットワークを活用した販路の拡大並びに営業基盤の構築等の施策を推進いたしま

した。 

以上の結果、売上高は4,105千円、営業損失9,446千円となりました。 

  

 前年同四半期については、四半期連結財務諸表を作成していたため、前年同四半期比及び前年同四半期増減率は

記載しておりません（以下、「（２）財政状態に関する定性的情報」においても同じ）。  

  

１．当四半期の業績等に関する定性的情報



 （２）財政状態に関する定性的情報 

     Ⅰ 資産、負債及び純資産の状況 

    ① 資産 

   当第２四半期末の総資産は2,729,655千円となりました。 

  ② 負債 

   当第２四半期末の負債合計は1,260,505千円となりました。 

  ③ 純資産 

   当第２四半期末の純資産は1,469,150千円となりました。 

  

   Ⅱ キャッシュ・フローの状況 

     当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は6,374千円となりました。 

      当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純損失を120,933千円計上したことに加えて、利息の支

払による支出等により、47,085千円の支出となりました。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）   

 投資活動によるキャッシュ・フローは、差入保証金の差入による支出を計上したこと等により、9,495千円の

支出となりました。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、新株予約権の行使による収入及び長期借入金の返済による支出等によ

り、57,766千円の収入となりました。 

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

 当社は、平成22年７月15日付で、当社を存続会社とし当社の連結子会社である株式会社サプリメントサービスを

消滅会社として吸収合併したことにより、当社は非連結会社となっております。当社が平成22年８月27日付「業績

予想の修正に関するお知らせ」にて公表いたしました平成23年３月期の業績予想につきましては、連結業績予想数

値のみを公表しており、本吸収合併に伴い個別業績予想数値を公表する必要が生じたため、本日付で当該数値につ

きまして別途公表しております。 

なお、本日公表の業績予想数値につきましては、本日時点において当社が販売しているリゾート地が販売状況

に至っていないこと等を鑑みた数値は加味しておらず、今後の当社の経営計画及び10月度の実績数値等を現在精査

しており、今後業績予想に関して修正の必要が生じた場合には、速やかに開示を行う予定であります。 

   



（１）重要な子会社の異動の概要 

 平成22年７月15日付で、当社を存続会社とし、当社の完全子会社である株式会社サプリメントサービスを消滅会

社とした吸収合併を行いました。これに伴い、同日付で株式会社サプリメントサービスは消滅いたしました。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

固定資産の減価償却費の算定方法 

固定資産の定率法による減価償却費については、当第２四半期会計期間を含む連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。 

   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。 

  

② 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31 

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 なお、当該適用により当第２四半期累計期間の営業損失及び経常損失は、それぞれ184千円増加しております。

税引前四半期純損失は、859千円増加しております。 

   

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

  当社は、当第2四半期会計期間において121百万円の四半期純損失を計上し、キャッシュ・フロー面でも営業活動

によるキャッシュ・フローのマイナスが継続しております。 

 当該状況を改善すべく、平成22年２月18日に中期経営計画を策定し、対応策の施策を行っておりますが、早期の

業績回復は依然として不透明であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 6,374

受取手形及び売掛金 25,000

たな卸資産 2,521,917

前払費用 5,085

その他 59,456

貸倒引当金 △46,655

流動資産合計 2,571,179

固定資産  

有形固定資産  

建物 73,927

減価償却累計額 △9,671

建物（純額） 64,255

工具、器具及び備品 15,044

減価償却累計額 △10,241

工具、器具及び備品（純額） 4,803

土地 17,607

有形固定資産合計 86,666

無形固定資産 8,060

投資その他の資産  

投資有価証券 12,817

破産更生債権等 52,749

差入保証金 33,464

保険積立金 1,129

長期前払費用 4,524

その他 15,763

貸倒引当金 △57,031

投資その他の資産合計 63,417

固定資産合計 158,144

繰延資産  

社債発行費 331

繰延資産合計 331

資産合計 2,729,655



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 2,672

短期借入金 580,471

株主、役員又は従業員からの短期借入金 33,999

1年内返済予定の長期借入金 95,596

1年内償還予定の社債 110,000

未払法人税等 7,976

未払金 81,234

預り金 27,122

1年内返還予定の預り保証金 96,500

その他 66,274

流動負債合計 1,101,847

固定負債  

長期借入金 112,565

退職給付引当金 45,643

その他 450

固定負債合計 158,658

負債合計 1,260,505

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,089,035

資本剰余金 1,802,715

利益剰余金 △2,389,563

自己株式 △35,986

株主資本合計 1,466,200

新株予約権 2,950

純資産合計 1,469,150

負債純資産合計 2,729,655



（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 141,166

売上原価 21,403

売上総利益 119,762

販売費及び一般管理費 299,750

営業損失（△） △179,987

営業外収益  

受取利息 2

保険解約返戻金 635

雑収入 1,547

営業外収益合計 2,184

営業外費用  

支払利息 18,949

社債発行費償却 180

支払手数料 4,766

租税公課 7,510

雑損失 921

営業外費用合計 32,329

経常損失（△） △210,131

特別利益  

負ののれん償却額 702

貸倒引当金戻入額 32,612

雇用調整助成金 14,141

特別利益合計 47,455

特別損失  

固定資産除却損 534

投資有価証券評価損 1,097

貸倒引当金繰入額 20,000

事務所移転費用 5,503

抱合せ株式消滅差損 71,028

特別損失合計 98,163

税引前四半期純損失（△） △260,839

法人税、住民税及び事業税 1,890

法人税等合計 1,890

四半期純損失（△） △262,729



（第２四半期会計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 86,224

売上原価 12,993

売上総利益 73,231

販売費及び一般管理費 146,925

営業損失（△） △73,694

営業外収益  

受取利息 △294

保険解約返戻金 12

雑収入 383

営業外収益合計 101

営業外費用  

支払利息 12,218

社債発行費償却 90

支払手数料 5

雑損失 330

営業外費用合計 12,645

経常損失（△） △86,237

特別利益  

負ののれん償却額 702

貸倒引当金戻入額 32,912

雇用調整助成金 4,350

特別利益合計 37,964

特別損失  

固定資産除却損 534

投資有価証券評価損 1,097

抱合せ株式消滅差損 71,028

特別損失合計 72,659

税引前四半期純損失（△） △120,933

法人税、住民税及び事業税 945

法人税等合計 945

四半期純損失（△） △121,878



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △260,839

減価償却費 3,248

負ののれん償却額 △702

その他の償却額 3,524

退職給付引当金の増減額（△は減少） 355

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,612

受取利息及び受取配当金 △2

支払利息 18,949

預り金の増減額（△は減少） 19,760

預り保証金の増減額（△は減少） △3,000

投資有価証券評価損益（△は益） 1,097

未払金の増減額（△は減少） 38,840

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 71,028

有形固定資産売却損益（△は益） 534

売上債権の増減額（△は増加） 11,271

その他 62,198

小計 △46,347

利息及び配当金の受取額 655

利息の支払額 △1,671

法人税等の支払額 △9,031

営業活動によるキャッシュ・フロー △56,395

投資活動によるキャッシュ・フロー  

差入保証金の差入による支出 △20,145

差入保証金の回収による収入 606

有形固定資産の取得による支出 △720

その他 1,180

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,078

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 48,000

長期借入金の返済による支出 △8,233

新株予約権の行使による株式の発行による収入 10,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 49,767

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,706

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 76

現金及び現金同等物の期首残高 32,004

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,374



  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、本社に全事業本部を設置し、取締役会において決定される経営戦略等に従い、各事業本部が事業

活動を展開しております。 

 したがって、当社は事業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、主として分譲マ

ンションの企画・販売代理を行う「企画・販売代理事業」、主として不動産投資事業及びアセットマネジメ

ント事業並びに不動産流動化に関するコンサルティング事業を行う「不動産流動化事業」、主として分譲マ

ンション及び戸建住宅並びにリゾート土地等の販売を行う「企画不動産販売事業」、主として太陽光発電パ

ネル及びＬＥＤ照明等の環境商品の販売を行う「環境関連事業」の４つの事業を報告セグメントとしており

ます。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

当第２四半期会計期間
（自 平成22年７月１日 

  至 平成22年９月30日） 

当社は、当第２四半期会計期間におきましても、前会計年度末に引き続き厳しい事業環境が続いた結果、営業活動

によるキャッシュ・フローは大幅なマイナスとなり、営業損失73,694千円、経常損失86,237千円、四半期純損失

121,878千円を計上いたしました。当第２四半期会計期間において、当社振出の約束手形130,000千円を担保として差入

れることにより、52,000千円の借入れを行っており、当該借入金の返済期日において返済ができなかった場合には、担

保として差入れた約束手形が不渡りとなる可能性があります。また、平成22年11月1日現在において、金融機関に対す

る返済の遅延418,051千円及び社会保険料等の重要な経費の未払い76,919千円等が発生している状況となっておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

四半期財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、主幹事業であります企画・販売代理事業におきま

しては、近畿圏における新築マンション市場において効率的な受託物件の取得・販売を行い、利益率向上に努めること

を最重要課題として取り組んでまいる所存であります。企画不動産販売事業におきましては、当社が平成22年３月25日

に現物出資により取得したリゾート土地の販売を行い利益率向上に努めると共にリゾートマンション等の開発を行って

まいります。 

資金調達につきましては、平成22年9月15日付で株主割当による新株式（総額1,022,059千円)発行の決議を行ってお

ります。今後におきましては、平成22年12月29日付で払込期日が到来する当該株主割当の資金を、①短期借入金の返済

に係る資金、②長期借入金の返済に係る資金、③当社が保有するリゾート地（白浜ホープヒルズ）の広告宣伝費等、④

未払債務の支払、⑤販売用不動産の取得資金に充当することを予定しており、これにより金融機関に対しての信用維持

並びに財務体質の改善、収益構造の安定化及び財務体質の健全化を図り、キャッシュフロー面においても、事業計画上

の推進事業の伸展が図れると考えております。 

しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては不動産市況の影響、また資金調達面においては株式市場

及び当社株価並びに株主割当増資に係る割当株主の権利行使の状況等の状況に影響されるため、現時点では継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四

半期財務諸表に反映しておりません。 

  

（５）セグメント情報



２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：千円）

    

当第２四半期会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：千円）

３．報告セグメントの変更に関する事項 

 当第２四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

 第１四半期累計期間まで、報告セグメントとしておりました人材派遣事業につきましては、当該事業を営

んでおりました当社の子会社である株式会社サプリメントサービスを吸収合併したことにより撤退いたしま

した。  

    

４．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項） 

当第２四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）  

（単位：千円） 

  

当第２四半期会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）  

（単位：千円） 

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。 

   

  
企画・販売代理 

事業 
不動産流動化事業

企画不動産販売 

事業  
環境関連事業 合計 

売上高 103,027 33,748 － 4,391 141,166

外部顧客への売上高 － － － － － 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 103,027 33,748 － 4,391 141,166

セグメント利益又は損失（△） △4,601 9,347 △11,435 △15,673 △22,362

  
企画・販売代理 

事業 
不動産流動化事業

企画不動産販売 

事業  
環境関連事業 合計 

売上高 62,566 19,552 － 4,105 86,224

外部顧客への売上高 － － － － － 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 62,566 19,552 － 4,105 86,224

セグメント利益又は損失（△） 9,447 6,991 △9,444 △9,446 △2,451

利益 金額  

報告セグメント計 △22,362

全社費用 △157,625

四半期損益計算書の営業損失 △179,987

利益 金額  

報告セグメント計 △2,451  

全社費用 △71,242  

四半期損益計算書の営業損失 △73,694  



５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）より、「セグメント情報等の開示

に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

   

該当事項はありません。  

   

【役員の異動】 

  

（退任役員）  

  

（役員の異動）  

（注）新職名及び旧職名につきましては、（ ）内に記載しております。  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

役名 職名 氏名 退任年月日  

取締役 経営管理本部長 足立 和重 平成22年10月15日  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日  

専務取締役 

（経営管理本部長） 

専務取締役 

（営業本部長） 
井上 晃章 平成22年10月15日 
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